
第49回サステナビリティ基準委員（SSBJ）
での審議の概要

2025年2月19日開催

2025年2月21日

第49回の審議では、SSBJ基準の公表について採決が行われ、字句等の修正は委員長に一任することを前提に、出席委

員全員の賛成をもって公表することが決議されました。確定基準については、委員長より３月上旬に公表したい旨の発言が

ありました。

【第49回SSBJで審議された事項】

審議事項

1.  IFRS S1号及びIFRS S2号に相当する基準の開発

適正手続に関する事項

(1) 公開草案を再度公表する必要性の有無等に関する検討（審議事項A1-2）

公表議決に関する事項

(2)  サステナビリティ開示基準の公表議決

① 「サステナビリティ開示基準の適用」（以下「適用基準」という）（審議事項A1-3）（※1）

② 「一般開示基準」（以下「一般基準」という）（審議事項A1-4）（※1）

③ 「気候関連開示基準」（以下「気候基準」という）（審議事項A2-1）（※1）

公表の承認に関する事項

(3)  「公表にあたって」の文書の公表の承認（審議事項A1-5）（※1）

（※1）審議事項A1-3、A1-4、A1-5、A2-1については、資料は非公開

1. IFRS S1号及びIFRS S2号に相当する基準の開発

SSBJでは、2024年3月29日に公表したサステナビリティ開示基準（以下「SSBJ基準」という）の公開草案（以下あわせて

「2024年3月公開草案」という）（※2）に寄せられたコメント（コメント期限2024年7月31日）及び2024年11月29日に

公表した公開草案「指標の報告のための算定期間に関する再提案」（以下「2024年11月公開草案」という）に寄せられた

コメント（コメント期限2025年1月10日）への対応について、2025年3月末までに確定基準を公表することを目標に再審議

を行っています。上記1の事項は、これまでの審議の結果を踏まえて、SSBJ事務局が提案を行ったものです。

（※2）2024年3月公開草案

⚫ サステナビリティ開示ユニバーサル基準公開草案「サステナビリティ開示基準の適用（案）」

⚫ サステナビリティ開示テーマ別基準公開草案第1号「一般開示基準（案）」

⚫ サステナビリティ開示テーマ別基準公開草案第2号「気候関連開示基準（案）」
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(1) 公開草案を再度公表する必要性の有無等に関する検討（審議事項A1-2）

公益財団法人財務会計基準機構の「サステナビリティ開示基準の開発に係る適正手続に関する規則」では、サステナビリ

ティ開示基準等（※３）を公表する前に、公開草案を再度公表する必要性がないか否かを、委員会において検討するこ

とが定められています（※４）。

そのため、2024年3月公開草案の公表以後に修正した項目（2024年11月公開草案の内容を含む）について、公開草

案を再度公表する必要性の有無が審議されました。審議にあたり事務局から、公開草案を再度公表する必要性はないも

のと考えられる、との考えが示されました。

（※3）当該規則において、「サステナビリティ開示基準等」とは、「サステナビリティ開示基準及びその実務上の取扱いに関

する指針」を指します。

（※4）「サステナビリティ開示基準の開発に係る適正手続に関する規則」第19条第5項

【審議結果】

審議の結果、公開草案を再度公表する必要性はないとする事務局の提案が支持されました。

(2) サステナビリティ開示基準の公表議決（審議事項A1-3、A1-4、A2-1）

始めに、SSBJ事務局より、これまでの再審議の内容を踏まえたSSBJ基準（以下①②③）の文案（2025年2月6日開催の

第48回SSBJ委員会で審議された文案からの変更点に変更履歴を付したもの）が示されるとともに、主な変更箇所について

それぞれ説明されました。

① 「適用基準」の文案

② 「一般基準」の文案

③ 「気候基準」の文案

【審議結果】

審議の結果、事務局の提案が基本的に支持されました。

続いてSSBJ基準（上記①②③）の公表について、採決が行われました。

【審議結果】

採決の結果、字句等の修正は委員長に一任することを前提に、出席委員全員の賛成をもって公表することが決議されま

した。

(3) 「公表にあたって」の文書の公表の承認（審議事項A1-5）

SSBJ事務局より、「公表にあたって」の文案（2025年2月6日開催の第48回SSBJ委員会で審議された文案からの変更

点に変更履歴を付したもの）が示されるとともに、主な変更箇所について説明されました。

【審議結果】

審議の結果、事務局の提案が基本的に支持されました。

なお、審議の最後に川西委員長より、最終基準については３月上旬には公表したい旨のご発言がありました。

参  考 ： 第49回サステナビリティ基準委員会の概要｜サステナビリティ基準委員会

関連記事：  第48回  サステナビリティ基準委員会（SSBJ）での審議の概要

第47回 サステナビリティ基準委員会（SSBJ）での審議の概要

第46回 サステナビリティ基準委員会（SSBJ）での審議の概要
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https://www.ssb-j.jp/jp/domestic_standards/proceedings-ssbj_2/y2025/2025-0219.html
https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/jp/Documents/audit/crd/jp-crd-japan20250207.pdf
https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/jp/Documents/audit/crd/jp-crd-japan20250127.pdf
https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/jp/Documents/audit/crd/jp-crd-japan20250106.pdf
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IS/BCMSそれぞれの認証範囲はこちらをご覧ください

http://www.bsigroup.com/clientDirectory

サステナビリティ開示・保証の最新規制動向

日本・ヨーロッパ・南北アメリカ・アジアパシフィックにおけるサステナビリティ情報の開示・保証の規制に関する最新動向を

取りまとめています。
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